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　　内航海運の現状
●内航海運業界の規模

栗林商船株式会社　代表取締役社長

栗林　宏𠮷氏を迎えて

講師の栗林社長
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物流連懇談会を開催第27回

懇談会風景

内航海運の現状と今後
～モーダルシフトを中心に～
　10月22日（水）、東京都千代田区の海運ビルにおいて、第27回物流連懇談会を開催しました。
　物流連懇談会は、物流業界の幅広い会員の参加を得て、会員への情報提供、会員相互の情報交換・交流のた
めに行っています。今回は、栗林商船株式会社代表取締役社長の栗林宏𠮷氏が、「内航海運の現状と今後 ～
モーダルシフトを中心に～」と題する講演を行いました。

挨拶する長澤会長
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　内航海運業界はそう大きな業界ではありません。
売上は9,577億円（2022年度）と1兆円はいかない規
模です。事業者には、運送全体の手配等を行う運送
事業者、船舶を運送事業者に貸し渡す貸渡業者、令
和4年から貸渡業者から区分された船舶管理事業者
があり、事業者数は2,957者（2024年度）、10年間で
約14％減少しており、中でも貸渡事業者は約27％
も減少しています。船舶数は大小合わせて5,146隻

（2025年3月末時点）、過去10年間5,000隻くらいで
横ばいですが、新しく建造される船舶の大型化が進
んでいます。船員数は 21,586 人（2023 年 10 月末時
点）となっています。

●内航海運の役割
　国内貨物輸送活動量において、内航海運は自動車
の57％に次いで38.34％と、4割弱のシェアを占め
ています。輸送貨物の約9割は石油製品、石灰石、
鉄鋼、セメントといった産業基礎物資で、産業基礎
物資をいかに効率良く運ぶかが内航海運の課題と
なっています。輸送量は国内産業の規模縮小等によ
り年々減少傾向にあります。平成16年までは4億
4,000トンありましたが、現在は3億トン程度となっ
ています。
　内航海運には産業基礎物資輸送以外にも大きな
役割があります。その一つがBCP対応で、災害時の
代替輸送としての役割を担っています。また、日本
内航海運組合総連合会や地方の海運組合および13

の都道府県で災害協定を締結しており、協力体制を
整えています。

●内航海運を担う内航船と運航を担う内航船員
　内航海運を担う船舶は、大きく分けて、船の中に
大きな直方体の貨物艙に鉄やバラ貨物などを積む
汎用性のある一般貨物船、荷物に合わせて特殊な構
造や荷役設備などを備えた専用船、液体貨物を輸送
するタンカーの3種類です。本日ご説明するモーダ
ルシフトを担うRORO船は専用船です。
　一般的な大きさである499トンの一般貨物船の場
合は、船長、一等航海士、二等航海士、機関長、一等
機関士の５人体制で運航しています。一方、RORO
船の場合は、船長と航海士３人、甲板部員３人、機
関長、機関士２人、司厨部員合わせて11人体制が一
般的です。
　船員は3カ月の連続乗船と1カ月の連続休暇を1
年のうちに3回繰り返します。4時間交代の三直制、
1日2回の当直を繰り返す形が一般的ですが、出入
港の際には全員が配置に着く体制が取られるため、
労働時間の管理が難しい側面があります。また、最
近は働き方改革の影響もあり、若い方を確保するた
めに乗船期間を短くする事業者が増えています。
　内航船員は海技士という国家資格の取得が必要
で、取得するための学校が全国に存在しています。
航海士・機関士の資格は1級から6級まであり、養
成施設では3級から6級までの資格が取得できます。

［内航海運を担う内航船］
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［船舶の老朽化問題］

2　　内航海運業界の課題
●船舶の老朽化、船員不足、燃料費高騰
　内航海運は船舶の老齢化と船員の老齢化という2
つの老齢化課題を抱えています。
　まず船舶ですが、船舶の償却年数は本来14年の
ところ、現在の約7割が船齢14年以上です。1990年
代前半の最盛期には、建造される船と14年以上の
船が半々くらいだったのですが、ここ最近は新造船
が100隻を下回っており、令和5年度には55隻しか
建造されていません。
　船員数は2015年から20,000人～ 21,000人の間で
推移しており、35歳未満の人が少しずつ増えてき
ています。有効求人倍率が上昇しているのは、退職
した45歳以上のベテラン船長、機関長の代わりを
探すためです。もう少し頑張れば45歳未満の層が
育ってくると思っていますが、船員不足問題は業界
全体の大きな課題になっています。日本の漁業衰退
による水産系学校の卒業生の減少もあり、海上技術
学校や水産系学校の卒業生が今後どのくらい入社
するかということも課題になっています。
　一方、船舶運航費用の上昇が止まりません。まず
ウクライナ問題以降燃料価格が高騰しています。
2020年のSOx規制強化もあり、燃料価格は2020年
以前と比較して倍以上となっています。さらに、
2022年4月から船員の働き方改革が進められる中
で、休暇サイクルの短縮による乗下船費用の増加、

これに加えてベースアップも上昇しており、人件費
の高騰は今後も続いていくと考えられます。船舶の
建造、船舶保守費用も大変な勢いで上昇しています。

●課題解決に向けて
　船員確保に向けて必要なのは、やはり広報活動に
なります。内航総連としては、マイナビニュースや
YouTubeチャンネルを使って船員確保に向け積極
的な広報活動を行っています。YouTubeのフォロ
ワーも1万人を超えていますので、SNSによるさら
なる効果を期待しています。
　また、内航総連では、4級海技士を数多く排出して
いただいている海技教育機構への奨学金、6級海技
士短期養成施設へ奨学金や乗船実習への支援など、
他の団体への支援事業も行っています。

［課題解決へ向けて］
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　老朽船の建造も含め船員対策などの課題を解決
するにはやはりコストがかかります。中長期的視野
に立って、関係者が問題意識を共有し取り組んでい
く体制として、2017年に国交省海事局主導により出
された「内航未来創造プラン」を基に、産業基礎物
資の品目（鉄鋼、石油製品、石油化学製品等）ごとに
荷主企業、内航海運事業者、行政等が話し合う「安
定・効率輸送協議会」が設置されました。
　2021年には、「海事産業の基盤強化のための海上運
送法等の一部を改正する法律案」が閣議決定され、船
員の働き方改革をさらに進めていくために、「内航海
運と荷主との連携強化に関する懇談会」が設置されま
した。
　2022年4月に働き方改革関連法案が施行され、船
員の働き方に合わせた運航計画の見直しなど厳し
い指針が示されました。さらに今年、荷主との話し
合いの結果などを反映した「内航海運業者と荷主と
の連携強化のためのガイドライン」の改訂版が出さ
れました。運賃・用船料算出にあたっての「標準的
な考え方」の議論も始まっており、この結果もガイ
ドラインに反映していただけるとのことです。

●カーボンニュートラルへの対応
　カーボンニュートラルへの対応については、国が
定めた指針に則り取り組みを進めています。モーダ
ルシフトを考慮した場合は2040年に（2013年度比
で）387万トン、モーダルシフトを考慮しない場合

に2040年に425万トンのCO2 削減を目指していま
すが、モーダルシフトを進めると逆に船舶の方の
CO2 排出量が増えてしまいます。
　内航船の場合は、基本的にディーゼル機関が使用
されているため、カーボンニュートラルとなる手段
が限られており、現在のところ確実な解決策は定
まっていません。燃料をグリーン燃料に置き換えて
いく方法がありますが、グリーン燃料用のエンジン
は開発されていません。現在の重油にバイオ燃料を
混ぜる、飛行機のSAFにあたる手段もあるのです
が、数量が確保できるのか、燃料を船舶に積み込む
際のルールはどうするのか、新たなケミカル船の建
造、その船を動かすための船員育成など課題があり
ます。船舶主機、発電機メーカー、造船所の今後の
開発動向に期待するところです。

●自動運航船の商用運航の実現に向けた取り組み
　自動運航船への対応については、日本財団が
MEGURI2040 という研究開発を進めています。
2040年には4割の船を自動運航させるという目標の
下、現在はステージ２まできており、これが実現す
れば船員問題などもすべて解決するのではないか
と期待しています。海上交通のルールについては、
国際海事機関（IMO）において、必要な条約改正の
ための議論が行われ、国内ルールもこれに合わせた
法整備を行っているところです。
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［モーダルシフトが環境に与える効果］

3　　内航海運へのモーダルシフト
　内航海運のモーダルシフトは、トラック輸送の一
部を船に置き換えるもので、RORO船とコンテナ
船が担っています。輸送形態は、カーフェリーのよ
うにトラックとドライバーが船に乗り込む「有人航
走」と、トラックをトレーラに置き替えて荷台部分
だけを船に積み込み、ドライバーは乗船しない「無
人航走」があります。「有人航走」は、現行のトラッ
ク運送のまま一部区間で船を利用しますが、船での
輸送期間中ドライバーは休憩時間中として
拘束されることとなります。一方の、「無人
航走」は、船舶は無人のシャーシ（またはコ
ンテナ）のみを海上輸送するため、ドライ
バーは集荷・配達業務のみとなります。本
来の意味での海運モーダルシフトは「無人
航走」の方を指しています。
　モーダルシフトという言葉自体は20年以
上前から使われてきていますが、コスト面
でトラックには勝てない状況が続いていま
した。2024年にトラックドライバーの時間
外労働上限規制が適用され、ここにきてよ
うやく環境だけでないセールスポイントも
出てきましたので、今後は従来と異なる展
開になってくるのではないかと思います。

　　栗林商船㈱におけるモーダルシフト
　　の取り組みと今後
●栗林商船のRORO船サービス
　栗林商船は1919年の設立以来、北海道と本州の
海上輸送を担ってきました。現在は北海道、仙台、
東京、清水、名古屋、大阪の港の間で大型RORO船
の定期運航を行っています。10月からは１隻増便し
ました。中短距離のモーダルシフトにご活用いただ
けるようになっています。

4

［栗林商船について］
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　また、多様な貨物、荷役方法に対応できるよう
に、平ウィング、幌アコーディオンなどさまざまな
シャーシを取り揃えサービスを提供しています。現
在、当社で約1,100台、グループ会社で約2,200台、
合計約3,300台のシャーシを保有しています。

●さらに海運モーダルシフトを推進するには
　さらに海運モーダルシフトを推進するためには、
第一に物流事業者の受入環境整備、中でも省エネ船
舶、船舶の大型化といった船舶設備の増強、第二に
シャーシ、輸送設備の増加、第三に港湾設備・機能
の増強が重要です。船舶の大型化への対応は言うま
でもなく、シャーシ置場の確保など港湾の整備・機
能の強化、荷役作業員の確保も必要であり、そうし
た点を国に訴えていきたいと考えています。この3
点が融合しないと、モーダルシフトの推進はうまく
いかないと思います。
　また、海運モーダルシフトは海陸の一貫輸送です
から、陸上輸送業者と海運業者との協業が不可欠で
す。今以上に協業がやりやすくなる仕組みに変えて
いかなければなりません。例えば、RORO船に積む
トレーラはコンテナとは異なり特車扱いになりま

［栗林商船のRORO船サービス］

すので、「特車申請、連結申請の簡素化と迅速化」が
必要です。誰もが申請しやすくなる仕組みを構築し
なければならないと思っています。
　さらに、20トン単位の荷物はなかなかありませ
んので、小口混載の対応が必要になってきます。現
在、栗林商船が提供しているサービスは大阪～仙台
だけですが、小口混載を全面的に可能にするととも
に、フィジカルインターネットにも対応できるよう
にして、RORO船もインフラの一つとして広く認知
していただき、効率的な物流を実現していきたいと
考えています。
　荷主にモーダルシフトの使い勝手の良さなど重
要性を認知していただくことが重要となりますが、
我々としてもまだまだアピールが足りていないと
感じています。栗林商船単独でできることは限られ
ていますので、業界全体で積極的にモーダルシフト
をアピールし、国内海上輸送がスムーズにいくよう
努めたいと思います。さらに、より使いやすい海運
サービス提供に向けた取り組みを推進するととも
に、陸上輸送業者さんとの協業により新たな物流を
築いていきたいと考えています。
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講師の日本通運㈱ 植竹氏 委員会で議事を進める高橋委員長

環境・サステナビリティ委員会

第26回「物流環境大賞」大賞受賞 
日本通運㈱による講演会を開催
令和7年度 第1回 環境・サステナビリティ委員会を実施

　9月16日（火）、全日通霞が関ビル（千代田区霞が
関）において、令和7年度 第1回 環境・サステナビリ
ティ委員会（旧 物流環境対策委員会から改称）（委
員長：日本貨物鉄道株式会社 取締役兼執行役員 経
営統括本部長 高橋秀仁氏）を実施しました。
　本委員会は、物流分野の環境対策、カーボン
ニュートラルの達成や生産性の向上などを通じて、
サステナビリティな物流体系の構築を目指すため、
諸課題の検討や会員への情報提供を行っています。
また、優良事業者・優良事例の顕彰等を通じた啓発
活動に取り組んでいます。

第26回「物流環境大賞」大賞受賞
日本通運による講演会

　第一部は、第26回「物流環境大賞」で大賞を受賞さ
れた団体・企業を代表して、日本通運㈱を講師に招
き、「青森県産りんご　モーダルシフトの取り組み」
と題して講演会を開催し、対面・オンライン合わせ
て59名が参加しました。事業統括本部 通運部 次長
の植竹 裕治 氏が講師を務め、青森地区のりんご栽
培の背景から話を進め、大賞を共同受賞したJAつが
る弘前においては、取扱高の8割以上をりんごが占
めていることや、そのブランド力を活かして低温保
管倉庫から年間を通じた出荷を行っていることな
どが紹介されました。
　さらに今回の取り組みの契機として、①物流2024
年問題への対応、②環境負荷低減による付加価値向
上、③安定輸送のノウハウを蓄積しておくこと、の3
点を挙げられ、2025年度は、作柄にもよるが鉄道利

用を前年比約50％増としたい考えにも触れられま
した。
　一方、苦労した点として、①保冷コンテナにドラ
イアイスを入れて輸送した場合に、密閉性が高すぎ
るために発生するりんごの炭酸ガス障害、②鉄道
の輸送障害時のBCP対応や、③着市場では、競り落
とされた商品が早朝～日中にかけて順次搬出され
ていくが、鉄道コンテナは午前～日中に配達したい
ケースが多いため、荷下ろしスペースが不足しがち
なこと、等を挙げられましたが、①は通風コンテナ
の使用、②は関西～九州間でのフェリー併用、③は
JAつがる弘前による日中時間帯での荷受スペース
確保の働きかけにより、いずれも対応している旨を
話されるなど、今回の取り組みのノウハウや今後の
展開についても惜しみなくお話しいただき、講演後
は聴講者から多数の質疑がありました。

「日本物流大賞」創設を決定
　第二部の委員会では、令和７年度上期活動報告
と、下期活動計画について審議され、原案通り承認
されました。特に下期活動計画として、物流分野に
おいて、カーボンニュートラル目標の追求や、生産
性の向上などを通じて、広く、将来にわたって持続
可能な物流を目指す取り組みを行った団体・企業ま
たは個人の功績を顕彰する「日本物流大賞」を創設
することが決定されました。
　今後も本委員会の活動を通じて、物流分野におい
て、広く、将来にわたって持続可能な物流を目指す
取り組みを進めてまいります。

講演会全景
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環境・サステナビリティ委員会

物流連では、これまで「物流環境大賞」と
「モーダルシフト優良事業者大賞表彰」の

2つの表彰制度により、事業者の取り組みを顕
彰してきましたが、今般、これらを見直し、新
たに「日本物流大賞」を創設し、第1回の募集を
令和7年12月15日(月)より開始することと
なりました。
　本賞は、従来の2賞が対象としていた「環境
負荷低減」「モーダルシフト」という2つの基準
を発展・拡張し、カーボンニュートラルや生産
性の向上などを通じて、広く、将来にわたって
持続可能な物流を目指す取り組みを行った団
体・企業または個人の功績を顕彰することによ
り、関係者の意識の高揚と取り組みの促進に資
するとともに、社会全体に広くその意義と重要
性を知らせることを目的としています。
　対象は、物流事業者・荷主事業者に限らず、
取り組みに寄与した事業者が広く応募できるも
のとしており、単独もしくは複数いずれでも応
募可能です。

募集期間	 令和7年12月15日（月）から令和8年3月13日（金）
応募方法	 詳細は当連合会ホームページの応募要項をご参照ください。

	 　http://www.butsuryu.or.jp/public/environment/

授与式	 令和8年6月（詳細は後日発表）

問い合わせ先	 〒100-0013　東京都千代田区霞が関3-3-3全日通霞が関ビル5階
	 （一社）日本物流団体連合会 日本物流大賞事務局　島
	 電話：03-3593-0139　 　メール：shima@butsuryu.or.jp

新たに「日本物流大賞」
を創設します

　物流業界としても、国が掲げる「2050年カー
ボンニュートラル実現」に向けた取り組みが求
められており、また物流2024年問題を契機と
して様々な物流改革の動きがあり、本賞がそう
した取り組みへの関心を高めていく一助となる
ことを目指していきます。
　詳細は当連合会ホームページをご覧くださ
い。皆様のご応募を心よりお待ちしておりま
す。

8
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経営効率化委員会

「ヤマトグループにおける障がい者福祉の
取り組みについて」の講演会を開催 

令和7年度 第1回 経営効率化委員会を実施

　9月29日（月）、全日通霞が関ビル（千代田区霞が関）

において、令和7年度 第1回 経営効率化委員会

（委員長： ANAホールディングス㈱ 顧問 兼 ㈱ANA 

Cargo 取締役会長 外山俊明氏）を実施しました。

　第一部の講演会には、ヤマト運輸㈱ 働きやすい

職場作り推進部 ＥＸ推進課長 高橋幸一氏を講師

にお招きして、「ヤマトグループにおける障がい者

福祉の取り組みについて」と題した講演会を開催し

ました。  

「ヤマトグループにおける障がい者
福祉の取り組みについて」についての
講演会を開催

　講演では、最初に厚生労働省が公表したデータを

挙げ、我が国における障がい者雇用を取り巻く環

境とその雇用率や雇用数の推移等についての紹介

があり、産業別にみると「運輸業・郵便業」は実雇用

率（2.45%）においても法定雇用率達成企業の割合

（52.6%）においても、全体の数値（同 2.41%,46.0%）

を上回っていること等に触れた後、今後の法定雇

用率の動向や法定雇用率未達時のペナルティなど

について詳しく解説され、障がい者雇用はもはや

単なる法律で定められた「義務」ではなく、企業の

持続的な成長と競争力強化に不可欠な「経営戦略」

としてますます重要になっていると説明されまし

た。

　続いて、ヤマト運輸の故・小倉昌男 元会長が目指

したノーマライゼイション（高齢者や障がい者な

どの社会的弱者を特別視せず誰もが健常者と同等

に生活できる社会を目指す考え方）、そして公益財

団法人ヤマト福祉財団の設立と活動内容、および

ヤマト運輸ならびに同グループにおける障がい者

福祉に対する全体方針や取り組み等について、事

例や動画も交えて具体的に紹介していただきまし

た。

　最後に、今後も雇用率を維持向上させていくた

めには、障がい者が安心して長く働き、活躍できる

環境を社内全体で作り上げていくことが不可欠で

あり、そのためには経営トップによる強い意志表

明と推進体制の構築が極めて重要であると説明さ

れました。

ヤマト運輸㈱高橋幸一氏 外山委員長
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令和7年度 第1回 経営効率化委員会を実施

全体風景

令和7年度 上期活動報告および
下期活動計画

　引き続き行われた第二部の委員会では、「令和7

年度 上期活動報告」として

①	 障がい者活躍推進ワーキングチーム(ダイバー

シティ推進) 

②	「2030年度に向けた総合物流施策大綱に関する

検討会」への参画 

③	「トラック輸送における取引環境・労働時間改

善中央協議会」への参画 

④	「官民物流標準化懇談会」および「モーダルシフ

ト推進・標準化分科会」への参画 

の4点の活動状況について事務局より報告しまし

た。

　続いて「令和7年度 下期活動計画（案）」について 

①	「先進技術の活用」、「物流デジタル化」等に関す

る検討 

	 ～「先進技術活用推進情報交換会（仮称）」の設置 ～ 

②	 施設見学会の実施 

③	「2030 年度に向けた総合物流施策大綱に関す

る検討会」、「トラック輸送における取引環境・

労働時間改善中央協議会」および「官民物流標

準化懇談会」ならびにその分科会等への参画 

の3点を実施していく案が事務局より示され、原案

通り承認されました。 

 

　今後も物流連は、経営効率化委員会の活動を通

じて、物流業界の労働力不足、生産性向上を目指し

た取り組みを実施してまいります。
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月10日（月）、経営効率化委員会における先

進技術の活用等に関する検討の一環として、

成田空港貨物ターミナル地区内にあるANA最大規

模の貨物上屋「第８貨物ビル」において令和7年度 

施設見学会を開催し、会員企業・団体から24名が参

加しました。

　今回訪問した㈱ANA Cargoの成田貨物上屋

「ANA Cargo Base +」は、日本の航空会社で初とな

る、AGV(Automated Guided Vehicle)等の先進技

術が導入された最新鋭の航空貨物上屋で、昨年10

月に運用開始されました。

　冒頭、会議室において、物流連河田理事長によ

る挨拶に続き、㈱ANA Cargo 執行役員 成田ウェ

アハウスオペレーションセンター長の萩原氏より

貨物上屋施設の紹介動画を用いた概要説明が行わ

れ、その後、2チームに分かれて貨物上屋に移動し、

輸出・輸入両方の上屋を見学しました。輸出上屋で

は、輸出貨物の受託後、貨物とAGV搬送用台車が

データ連携され、AGVエリアに搬入されると最大

60台のAGVが自動的に保管エリアまで搬送する工

程や、ULD（航空機搭載専用コンテナ）積み付けエ

リアへの自動搬送工程などを見学しました。一方、

輸入上屋では、航空機から取り下ろされたULDが

受託エリアで解体された後、貨物が自動ラックに

保管され、そこで輸入通関許可となった後に、2台

のAGF(Automated Guided Forklift)によって自動

ラックから無人でトラック積み込みエリアまで滞

りなく運ばれていく様子などについて、詳しい解

説とともに見学しました。

最後に会議室にて質疑応答の時間が設けられ、参

加者から活発な質疑があった後、本見学会は終了

しました。

成田空港内ANA貨物上屋
「第８貨物ビル」を見学
　令和7年度 施設見学会を開催

会議室での概要説明

上屋内見学の様子

　物流連では、今後も労働力不足への対応や物流

生産性の向上への方策として活用が期待される先

進技術等の動向を注視し、情報収集および提供を

行ってまいります。

11
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基本政策委員会

第37回基本政策委員会を実施

国交省の施策等についての講演会を開催

　9月30日（火）全日通霞が関ビル（東京都千代田区

霞が関）において第37回基本政策委員会（委員長：

河田守弘物流連理事長）を実施しました。

　「基本政策委員会」は、国土交通省の物流政策部

門と積極的に連携し、物流業界の抱える様々な諸

課題、問題点について、特に陸・海・空のそれぞれの

業界にわたる横断的な影響のある項目に留意しな

がら、具体的な諸施策に関する審議を行いその推

進を図っており、年に2回開催しています。

『最近の物流政策の概要について』の
講演会を開催

　今回の第37回委員会では、委員会に先立ち、国土

交通省物流・自動車局物流政策課長髙田龍氏によ

る「最近の物流政策の概要について」と題した講演

会が、対面・オンライン視聴と併用で開催され、会

員団体・企業から90名の参加がありました。

　講演の内容としては、物流業界の現状について話

された後、ＥＣ需要の拡大やトラック運送事業の働

き方をめぐる現状、物流危機に対する認知度等に触

れられ、「物流革新に向けた政策パッケージ」の概要

および法律改正等についての説明がなされました。

続いて、「2030年度に向けた政府の中長期計画」の進

捗状況と今後の対応、次期「総合物流施策大綱」の策

定に向けた検討状況についても言及され、講演に続

いた質疑応答では、参加者から物流政策に対する期

待と要望が多く寄せられました。

令和7年度上期の活動報告と
今後について説明

　委員会では、河田委員長の挨拶の後、髙田物流政

策課長から「令和8年度物流関係予算概算要求」に

ついての説明があり、意見交換が行われました。そ

の後、根元事務局長から物流連の令和7年度上期事

業活動についての具体的内容の報告と今後の主な

活動予定についての説明がなされ、閉会となりま

した。

　物流連では、今後も物流業界のさらなる発展に

寄与するため、諸施策の推進に向けて協力・連携を

図るなど、官民連携、他産業との連携を強化すると

ともに、物流業界からの発信力を高め、より一層充

実した取り組みを行ってまいります。

講演する髙田課長

基本政策委員会風景

講演会の様子

成田空港内ANA貨物上屋
「第８貨物ビル」を見学
　令和7年度 施設見学会を開催
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国際業務委員会

「ＡＳＥＡＮの物流事情」の講演会と
国土交通省から国際物流政策について説明

令和7年度 第1回 国際業務委員会を実施

　9月4日（木）、令和7年度 第1回 国際業務委員会を

千代田区の尚友会館で実施しました。本委員会は、

物流事業の海外展開に関する課題を官民連携で検

討するもので、会員企業や国土交通省から30名が参

加しました（内10名がオンライン参加）。

「ＡＳＥＡＮの物流事情」についての
講演会を開催

　講演会では国際機関 日本アセアンセンター業務

統括部長代理 石田靖氏をお招きし「ＡＳＥＡＮの

物流事情」と題しご講演いただきました。講演会に

はオンライン参加者を含めて合計67名が参加しま

した。

　講演では、データや調査資料を基に 

①ASEAN物流の現状と国際比較：人口約6.7億人、

GDPは約3.8兆ドルで世界第5位の規模であること、

2025年の物流市場規模は約2,882億ドル、2030年には

3,900億ドルへ拡大の見込み。物流パフォーマンスで

シンガポールが世界上位、他国はインフラや制度の

差が大きい。

②強み：地政学的要衡（マラッカ海峡）、人口ボー

ナス。China Plus One戦略により製造・供給拠点が

ASEANに移行。FTA/RCEPなどの制度的優位性。

③課題：インフラ格差（道路舗装率・港湾能力の違

い）。通関・制度的障壁（国ごとに規制差）。運賃・賃金

上昇によるコスト増。

④新しい潮流：デジタル化／ASEAN Single Window

（通関電子化）、IoTによるサプライチェーン可視化。

グリーン物流／港湾低炭素化、EVトラック・水素燃

料車導入。コールドチェーン／食品・医薬品需要拡

大、ワクチン輸送経験が強み。 

⑤Eコマース物流とラストマイル：EC市場は急成長

（インドネシア650億ドル、ベトナム220億ドル等）。

配達所要日数はシンガポールで約1.3日と短いが、

日本アセアンセンター
業務統括部長代理 石田靖氏

伴野委員長
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令和7年度 第1回 国際業務委員会を実施

フィリピンなどは地域差あり。ラストマイルコスト

が物流費用の最大部分（41 ～ 53％）、スマートロッ

カーやドローンなどで効率化が進行。

⑥今後の展望と日本企業への示唆：ASEAN Connectivity 

Strategic Plan（2026-2035）に基づき、域内輸送ネッ

トワーク強化、デジタル化、グリーン物流推進。日本

の役割として、道路・港湾整備（フィリピン、インド

ネシア、ベトナムで事例）、通関システム導入、コー

ルドチェーン・EV物流支援。ビジネス機会：成長市

場そのものが投資対象。EC・冷蔵物流・倉庫自動化

で日本企業の強み発揮可能。港湾運営・グリーン物

流などの共同投資の余地など詳細な説明があり、講

演会は終了しました。

　続いて、国土交通省 物流・自動車局 国際物流室

長牧野武人氏から「物流サービス分野における国際

標準化に関する議論について」と題しISO（国際標

準化機構）の概要、日本主導のコールドチェーン物

流サービスの国際規格化、進行中の中国主導の国際

標準化議論（TC344：Innovative Logistics）について

説明があり、TC344におけるSC1（韓国主導／ Retail 

logistics）およびSC2（中国主導／ Courier services）

への影響について、各物流事業者への参画や国際標

準化に対する人材育成について協力を依頼されま

した。

国土交通省から国際物流政策の
取り組みについて説明

　講演会に続き実施された国際業務委員会では、国

土交通省の牧野室長から「最近の国土交通省の国際

物流政策の取り組みについて」説明がありました。

国土交通省では引き続き、コールドチェーン物流

サービスの普及に関する取り組みを進めており、

7月には国際・食品物流EXPOで講演を実施、こう

いった機会を利用して認証取得促進に努めていき

たいと話されました。

　ISO31512普及に向けた調査については日ASEAN

交通連携の枠組みのもとで、これまでASEAN地域

へのコールドチェーンの普及に努めてきたが、今後

はASEAN地域のみならず広くグローバルサウスに

着目し、どこにニーズがあるのかなど調査を進めた

いと考えていると発言されました。また、日ASEAN

物流専門家会合およびワークショップについては

来年の1月もしくは2月にタイ・バンコクで開催した

いと考えており、その際は物流事業者も参加いただ

いて、ワークショップ会場の後方に簡易ブースの設

置を検討している旨の説明がありました。続いて中

央回廊に関するビジネスツアーをカザフスタン・

ジョージアあたりで検討しており、積極的な参加を

期待していると発言されました。最後に国際物流に

関する官民コンソーシアムの立ち上げについては、

体制も含め検討中であり、初期段階ではスモールス

タートとなるが、徐々に機能を拡充していく計画で

あることを説明されました。

　最後に、事務局から令和7年度上期活動報告とイ

ンド海外物流実態調査結果（速報）を報告した後、下

期活動計画について審議が行われ、原案通り承認さ

れました。

国土交通省牧野室長
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　2025 海外物流視察団は総勢 16 名で７日間、アメ
リカ西海岸地区の物流関連施設４カ所を視察しま
した。今後の物流変革に必須となる DX（デジタル
トランスフォーメーション）の研究や、最先端の
EC 物流倉庫・港湾施設などを訪問し、高度化、個
性化、インテリジェント化が著しい最新物流技術
の動向を視察するとともに、日本の物流事業の課
題を踏まえた活発な意見交換が行われました。今
号では、Salesforce 社の視察についてご紹介しま
す。

⑴企業概要
　Salesforce 社は、クラウドベースの顧客関係管
理（CRM）システムを主力製品とするグローバル
企業である。1999 年に米国にて設立され、営業、
マーケティング、カスタマーサービス等の分野に
おいて、企業の業務効率化および顧客体験の向上
を支援している。同社は柔軟性の高いクラウド基
盤、多様なアプリケーション群、AI 技術の積極的
な活用を特徴としている。

⑵主力商品
◆	Sales Cloud：営業活動の管理や顧客情報の一

元化を可能にする CRM サービス。案件や商談
の進捗管理、売上予測などをサポート。

◆	Service Cloud：カスタマーサービスの効率化
を実現し、顧客からの問い合わせ対応やサポー
ト業務の自動化、顧客満足度の向上を支援。

◆	Marketing Cloud：メールや SNS など多様な
チャネルを統合したマーケティング施策を展開
できるプラットフォーム。パーソナライズした
顧客アプローチが可能。

◆	Commerce Cloud：EC サイト運営やデジタル
コマース体験の最適化を支援。オンラインスト
アの構築から運用、顧客データ分析までをカ
バー。

◆	Experience Cloud：顧客やパートナー、従業員
同士のコミュニケーションを円滑にするための
コミュニティ基盤を提供。

◆	Einstein（AI）：Salesforce 各 製 品 に AI 機 能 を
組み込み、データ分析や予測、業務自動化など
を強化。

◆	MuleSoft：社内外の様々なシステム・サービ
スを安全に連携するためのプラットフォーム。
データ連携や API 管理で業務効率化を実現。

◆	Platform：業務アプリケーションの開発・拡張
を支援する基盤。独自のビジネスアプリやワー
クフローの構築が可能。

⑶本社見学
　Salesforce 社各都市のオフィスには、「Ohana 
Floor」と呼ばれる同社の価値観や社会貢献へのコ

期間：９月７日(日) ～ 13日(土)　７日間

訪問先
Salesforce社.（サンフランシスコ）
Amazonフルフィルメントセンター（ロサンゼルス）
Yusen Logistics Americas Inc.&Yusen Terminals Inc.（ロサンゼルス ロングビーチ港）

2025
海外物流視察団を派遣
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交流の活発化のためカフェなどが併設されており、社員がコーヒーを片手にリ
ラックスして打ち合わせをする様子をよく見かけました。

ミットメントを体現する場所があります。顧客、
社員そして地域のコミュニティを第一に考えてい
ることを表現するため、どこのオフィスでも展望
の良い最上階に位置しており、居心地のよい環境
となっています。本社である「SalesforceTower」
はサンフランシスコで一番高い建物であり、地上
61 階に「Ohana Floor」があります。

す。理念だけではなく、行動することが重要との
プレゼンテーションがありました。
　Agent force は、同社が提供する自律型 AI エー
ジェントプラットフォームです。生成 AI である
Chat GPT などのサービスが広く普及しましたが、
自律型 AI エージェントはこれらのサービスと異
なり AI 自らが考え状況に応じて最適なアクショ
ンを実行することができるサービスとなっていま
す。AI エージェントは、デジタルレイバー（デジ
タル労働力）を生み出し、業務効率化や生産性向上
を実現します。AI エージェント導入にあたり最も
重要なことは質の良いデータを収集することであ
ると説明がありました。企業内には膨大なデータ
が蓄積されていますが、点在や分断していること
から大部分が活用できていないと指摘がありまし
た。DX の推進にあたり、どのような技術を導入す
るのかといった方法の議論になることが多いです
が、まずは基となるデータの取り扱いについて目
を向けることの重要性について改めて認識したい
との説明がありました。

⑸物流業界におけるケーススタディ紹介
　およびソリューション解説
　「グローバル競争時代の物流営業戦略と営業力強
化の鍵 顧客データ×AI」という表題で、「MAERSK
社」および「UPS 社」における活用事例が紹介され
ました。

「MAERSK 社」の事例
　Salesforce でカスタマーサービスや顧客ポータ
ル、分析基盤のデータを統合し、事業やアセット
を越えた顧客中心の体験を実現した。
・	世界中の営業担当者が顧客中心で情報を記録

し、商談成立のリードタイム短縮、顧客の要望可
視化、重要顧客に対する部門横断コミュニケー
ションを実現

・	世界中の商談情報をリアルタイムで可視化し、
データに基づく科学的な営業戦略の立案を支援

・	カスタマーサービスの全拠点で共通のプラット
フォームを使用することで、シームレスな対応
を実現、顧客ロイヤルティを向上

「UPS 社」の事例
　Salesforce で営業データから実行ツールまでの
一連の流れを統合し、各顧客に応じたアプローチ
を AI で実行、既存顧客の深耕を実現した。

⑷会社概要・同社サービス Agent force
　の概要について
　同社が掲げる企業理念の共有と理念に基づく企
業文化の構築について、企業理念の実現にあたり

「1-1-1 モデル」という取り組みを実施しているこ
と。「1-1-1 モデル」とは、コミュニティを支援する
ために、株式の１ %、製品の１ %、そして就業時間
の１％を社会貢献活動に充てる取り組みです。具
体的な取り組みを通じて社会の中における自社が
果たす役割を明確に定義することは、従業員が社
会に貢献していることを自覚する一助となり、愛
社精神や働き甲斐に寄与していると考えられま
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・	Web 上の見積もり依頼などの情報から離脱・要
フォロー顧客を探知し、アクションを自動的に
実行

・	蓄積したデータを活用し、自律的に問い合わせ
を実行する AI Agent を構築し、人手を介さず
に顧客のニーズに対応することで取りこぼしの
最小化を実現

　２社で共通していることは、データを統合し可
視化、自動化を図ることで顧客満足度の向上、営
業力の強化を効率的に実現していることです。
また、同社が認識している日本企業が直面してい
る課題について共有されました。

①グローバル競争の激化　
②差別化の難しさ　
③営業力・提案力の属人化　
④ M&A の効果最大化　
⑤データ活用の遅れ

　国内の物流においては、デジタル化の遅れ、プ
ラットフォーム乱立によるデータの分断、標準化
の遅れなど課題が山積しています。その状態を打
破するためには、高品質なデータの収集、統合、分
析が必要となります。それによってオペレーショ
ンの標準化、データに基づいた戦略の策定や営業
モデルの構築を進め、課題にアプローチすること
が提言されました。

⑹同社サービス MuleSoft を活用した
　物流業界におけるデータ連携について
　解説
　MuleSoft とは、社内外の様々なシステム・サー
ビスを安全に連携するためのプラットフォーム
であり、データ連携や API 管理で業務効率化を実
現するものです。デジタル化の推進においては、
様々なシステムを採用する際に個別に開発を進め
てきたことによるシステム全体のスパゲッティ化
が障壁となっています。同プラットフォームを介
して各システムを接続することにより以下 4 点が
達成されます。

①統合
　分散したシステムや外部パートナーをすべて接
続し、効率的なデータ共有を実現

②自動化
　最小限のコーディングでワークフローを作成
し、手動タスクを自動化

③ API 管理
　API の管理とスケールを可能にし、効率的な
データアクセスを提供

④人口知能の活用
　予測および生成的な AI 機能を導入し、データ活
用を強化

　これらによって AI が業務を自律的に代行する
AI Agent が最大限活用できるようになり、CS 業
務の効率化、問い合わせ業務などにおける顧客満
足度の向上、データに基づく意思決定の補助、コ
スト削減を実現できます。同プラットフォームの
掲げる概念を導入し AI エージェント活用の基盤
を築くことは、物流業界が抱える人手不足や属人
化という問題解決につながると考えられます。

本社外観

打ち合わせ風景
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人材育成・広報委員会

物流業界の魅力発信に向け、
上期活動報告と下期活動計画を承認
令和7年度 第1回 人材育成・広報委員会を実施

　9月24日（水）、千代田区の全日通霞が関ビルにて、
令和7年度 第1回 人材育成・広報委員会（委員長：当
時NIPPON EXPRESSホールディングス㈱ 常務執
行役員 赤間立也氏）を実施しました。
　本委員会は、物流業界の社会的認知度向上を目的
に、若年層へのPR活動や教育現場での物流理解促進
に取り組んでいます。
　冒頭、赤間委員長から「物流業界における人材不
足は今後さらに深刻化が予想され、人材確保は喫緊
の課題です。大学生の就職活動は早期化しており、
当団体のイベントもその動向に合わせた見直しが
必要です。また、中途採用層や小中学生などにも物
流の魅力を伝え、将来の選択肢として意識してもら
うことが重要です。さらに、荷主や一般消費者に対
しても、物流業界の課題や社会的重要性を広く理解
していただくため、広報活動の強化が不可欠です」
との挨拶がありました。
　委員会では、令和7年度上期活動の報告と下期活動
計画の審議が行われ、以下の通り承認されました。

令和7年度 上期活動報告
◆「ロジスティクスPRグループ～物流いいとこみつ

け隊」
	 　会員企業27社46名によって会合を3回実施。令

和7年度「物流業界研究セミナー」の内容を議論。
◆令和7年度「物流業界研修セミナー」
	 　オンライン2回、対面1回を開催。参加した216名

の大学生に対し、物流業界の魅力を紹介。
◆マイナビ転職フェア出展
	 　8月30日のイベントに出展。転職希望者に向け

て物流業界の魅力を発信。
◆大学学内セミナー
	 　京都外国語大学、東京女子大学、清泉女子大学、

神戸学院大学で講義を実施。
◆大学寄附講座（青山学院大学）
	 　会員企業講師（役員を含む）による全14回講義

を実施、履修登録学生数は200名。
◆物流見学ネットワーク
	 　19回実施。合計888名の小・中・高・大学生が物流

施設を見学。
◆活躍する女性の紹介
	 　2名の女性を取材し、会報、ホームページ、「物流

業界研究セミナー」で紹介。

◆アニメを活用した広報活動
	 　再生数3,000万回超の国土交通省制作アニメ「あ

れも、これも、物流なんだ。」にロゴを掲載。ホーム
ページやイベントで活用。

令和7年度 下期活動計画
◆「ロジスティクスPRグループ～物流いいとこみつ

け隊」
	 　「物流業界合同説明会」の内容精査と、大学生以

外への魅力発信を協議。
◆令和7年度「物流業界合同説明会」
	 　12月から2月にオンライン2回、東京1回、大阪１

回を開催予定。
◆大学寄附講座（横浜国立大学）
	 　会員企業講師（役員を含む）による全14回講義

を実施予定。履修登録学生数は83名。
◆物流見学ネットワーク
	 　全国66か所の物流施設をホームページ上で掲

載・更新し受け入れを継続。
◆活躍する女性の紹介
	 　10月、1月に取材予定。女性が活躍できる業界と

して発信。
◆職場体験受け入れ
	 　11月に中学生4名を

受け入れ、会員企業の
施設見学を実施予定。

　本委員会では、令和7年
度下期の活動計画は原案
通り承認され、物流業界
の魅力発信に向けたさら
なる取り組みを推進して
まいります。

議事を進める赤間委員長

委員会全体風景
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人材育成・広報委員会

令和7年度「物流業界合同説明会」を
会員企業と共同開催予定
会員企業36社とともに、学生へ物流業界の魅力を発信

　物流連は、令和7年12月13日から令和8年2月14日にかけ
て、会員企業36社と共同で「物流業界合同説明会」をオン
ラインおよび東京・大阪の会場で開催いたします。
　本イベントは、就職活動を控えた学生に向けて、参加企
業が会社概要や事業内容を紹介し、物流業界の社会的重
要性や先進性について理解を深めてもらうことを目的と
しています。国土交通省の後援を受けて実施される本説
明会では、陸・海・空にわたる多様な業種が集結し、学生に
とって業界全体を知る貴重な機会となります。
　会場では、各企業がブースを出展し、学生は自由に訪
問・質問することが可能です。さらに、特別プログラムと
して、物流連による「物流業界の現状と未来」に関する講
演や、会員企業の若手社員で構成する「物流いいとこみつ
け隊」によるトークセッション、就活相談コーナー等を予
定しています。
　現在、就職情報サイト「マイナビ2027」「Re就活キャン
パス」にて学生の募集を開始しており、今後は大学キャリ
アセンターへの広報活動や、参加企業のWebサイト等を
通じて、より多くの学生へ参加を呼びかけていきます。

■開催日時
・令和7年12月13日（土）   9：30 ～ 17：35　オンライン
・令和8年   1月   9日（金）   9：30 ～ 17：35　オンライン
・令和8年   2月   7日（土）10：00 ～ 16：30　東京会場
・令和8年   2月14日（土）10：00 ～ 16：30　大阪会場

■会場情報
東京都立産業貿易センター浜松町館2F
東京都港区海岸1-7-1 東京ポートシティ竹芝

開催概要

ハービスホール
大阪市北区梅田2-5-25 ハービスOSAKA B2F

東
京

大
阪

【参加者条件】
大学生、大学院生、高等専門学校生、
短期大学生、専門学校生の全学年、
および第二新卒者
※学部・学科による制限はありません
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中学生職場体験の受け入れ
　物流業界の社会的認知度向上を目的とした活動の一環として、11月11日
から13日の3日間、東京都立白鷗高等学校附属中学校からの依頼を受け、4名
の生徒を職場体験として受け入れました。

11月11日（火）
佐川急便　Xフロンティア

11月12日（水）
日本通運　羽田空港国際貨物ターミナル

11月13日（木）
日本貨物鉄道　東京ターミナル駅

　今回の受け入れは、「生徒が自己の将
来について考え、勤労の意義や職業へ
の理解を深め、より良い進路選択につ
なげる」という同校の進路方針に基づ
くものです。

　生徒たちには、まず物流業界に関す
る基礎知識や、取材に必要なビジネス
マナーを学んでもらい、その後、所属企
業３社の物流施設を訪問しました。

　最終日には、同年代の生徒に向けて
物流業界の魅力を伝える広報レポート
を作成し、広報活動の一端を体験して
もらいました。
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このコーナーは、会員企業をたずね、物流業界で働く女性社員に業務内容や、
職場の取り組み、個人の抱負などを語ってもらうコーナーです。

会員企業をたずねる
女性の力、女性の声

口となるお客様はご家庭の主婦など女性が多く、女
性スタッフを求める声も次第に大きくなってきま
した。そうしたニーズにお応えしようと設立したの
がさくらスマイル引越隊です。女性ならではのきめ
細やかな対応で多くのお客様からご好評をいただ
いています。
　また2023年には、単身引越の対応商品として「さく
らボックス」の販売を開始しました。段ボール製の
ボックスに一人暮らしの荷物をまとめて収納する、
プライバシーにも配慮した輸送商品で、ボックス単
位の料金がわかりやすいと評
判です。長年にわたり多様な
物流サービスを展開してきた
当社のモードを活用した引越
サービスを、札幌を基点にした
ネットワークにより全国展開
できることが札幌通運の引越
の強みだと思っています。

――現在の担当業務について教えてください。
　現在は、支店全体の管理業務が中心となっていま
す。時には、責任者として部下の営業に同行するこ
ともあります。また、組織改正に伴い、引越以外の業
務の管理も行っています。

――管理職になって意識の変化はありましたか。
　「会社のために」という思いが強くなり、売上に対
する意識もより高くなりました。立ち上げからかか

第46回

PROFILE
2006年入社。札幌西支店（当時）に配属され、特積み貨物の問い
合わせ対応、支店総務業務を担当。1年3カ月後、さくらスマイル
引越隊準備室に異動し、引越部隊の立ち上げプロジェクトに携
わる。プロジェクト解散後は引越店所で、下見、作業、営業等引越
にかかわる幅広い業務を担当。2011年係長、2015年課長、2019
年さくらスマイル引越センター長に昇進。現在に至る。札幌市
出身。多忙な日々を過ごす中、リフレッシュ方法は旅行。「オンオ
フをしっかり分け、気分転換するようにしています。なるべく1
年に1回は旅行に行こうと思っています！」

さくらスマイル引越センター センター長

森田　美沙さん

札幌通運株式会社

「さくらスマイル引越隊」ブランドの
立ち上げに参加

――入社動機と入社してからこれまでの経緯につい
て教えてください。
　就職活動にあたって「生まれ育った大好きな札幌
で働きたい」との思いから、札幌を中心に全国展開
している当社を志望しました。また、面接の際、女性
の活躍度が高い企業だと感じた点も大きな志望動
機となりました。
　入社後は特積みを扱う支店に配属され、お客様か
らの電話対応や総務業務などを担当しました。3年目
に異動があり、さくらスマイル引越隊の立ち上げを
目的としたプロジェクトメンバーとして、ネーミン
グやマークなどブランドの開発に携わりました。半
年後、引越隊の稼働開始に伴いプロジェクトは解散
となり、それ以降は引越を担当しています。プロジェ
クトで引越に関わりましたが、実際の業務経験はな
かったため、先輩や作業員の皆さんから教えていた
だきながら、引越業務について知識やノウハウを習
得し、その後は法人営業等も担当しました。

――御社の引越事業およびさくらスマイル引越隊
について教えてください。
　ロジネットジャパングループの札幌通運では、創
業当初より70年以上にわたって引越事業を行って
いますが、プロジェクトが発足された当時、引越事
業は男性中心の世界でした。一方、引越業者との窓

単身引越向け商品
「さくらボックス」
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会社概要

札幌通運株式会社

本社所在地：札幌市中央区大通西8丁目2番地6
　　　　　　さくらスマイル引越センター所在地：札幌市北区新川西3条1丁目1番1号
設　　　立：1950年3月10日
代　表　者：代表取締役 社長執行役員　齊藤　穣
拠　点　数：33カ所　（ロジネットジャパングループ拠点数 約100カ所／全国）
従　業　員　数：札幌通運グループ 1,239人　連結 2,304人（2025年3月現在）

【事業概要】
　札幌通運株式会社は、今年（2025年）で創立75周年を迎えた、北海道を中心に輸送サービスを提供する総合物流企業。
全国で物流事業を展開する株式会社ロジネットジャパンのグループ企業として、豊富な輸送モードを生かした物流事業を
中心に、北海道内外の顧客の幅広いニーズに対応している。

わっている「さくらスマイル引越隊」ブランドの認
知度を上げ、さらに拡大させていきたいという気持
ちも日に日に大きくなっています。

目標は「日本一の引越業者」
――仕事に臨む際、心がけていること、モットーな
どを教えてください。
　入社当時からスピード感を大切にしています。特に
営業においてお客様をお待たせすることはあってな
らないと思っており、部下の皆にも迅速な対応を徹
底するよう指導しています。同時に、相手に好印象を
持ってもらえるよう明るい対応も心がけています。

――仕事をする上で、どんなときにやりがいを感じ
ますか。
　お客様から感謝の言葉をかけられたときです。引
越は数ある当社事業の中でも個人のお客様と直接
お会いできる事業であり、そのほとんどが一期一会
であるため、毎回が真剣勝負です。緊張感もありま
すが、終了後に「ありがとう」「札幌通運に頼んでよ
かった」といった声をいただくと本当にうれしいで
す。中にはリピーターになってくださる方や、ご家
族やお知り合いを紹介してくださる方もいます。お
客様に満足していただけることがモチベーション
の源になっています。

――今後の抱負を教えてください。
　まずは「さくらボックス」の拡販を目指していま
す。発売して2年が経過し、少しずつ売り上げも伸

本社ビル

びてきましたが、より多くの方にこの商品の良さを
知っていただきたいと考えています。当社の引越事
業のブラッシュアップに努め、いずれは「日本一の
引越業者」と呼ばれるまでに成長させたいです。当
社はもともと年齢、性別に関係なく社員一人一人を
評価してくれるフラットな文化があります。私自身
もさらに知識や経験を積み、会社に貢献できるよう
尽力していきたいと思っています。

――ありがとうございました。

オフタイムは旅行で
リフレッシュ！
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物流連による令和7年度後期の寄附講座を

10月9日（木）から横浜国立大学経営学部

で開講しました。

　倉田久教授（国際社会科学研究院経営学専

攻）がコーディネーターを務められ、物流連根

元事務局長による「物流総論」の講義以降、物流

連会員企業・団体より講師をお招きして、陸・

海・空など物流の構成要素別、キャリア・フォ

ワーダー・３ＰＬ・国際物流などの機能別、さら

には環境問題など物流の諸課題への各社の取

り組みや、行政の施策など、テーマごとの講義

を行っています。履修登録学生数は83名で、講

義後の質疑応答では多くの学生から毎回活発

な質問があがり、活況を呈しています。

２０２５年度後期
物流連

大学寄附講座
横浜国立大学で開講

　物流連の寄附講座は、平成7年度より各大学

で開講され、累計の履修登録学生数は約16,000

名に達しています。今後とも寄附講座を通じ

て、次代を担う学生に、物流が経済や社会の中

で果たす役割を伝えてまいります。

講義の様子
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  当連合会　最近の活動状況

当連合会へ来てから、大学を訪問する機会がとても多くなっています。寄附講座や、物流業界
合同説明会のご案内のためですが、学生さんを見ると自分の学生時代を思い出すとともに、
「少年老い易く学成り難し」と感じます。仕事では、常に学んで新しいチャレンジを忘れない
ようにしたいと思います。（K.Y.）

秋も深まり、すっかり初冬の気配です。自身は寒がりなのですが、南国生まれということもあ
り雪国への憧れがありまして、いつかさっぽろ雪まつりに行ってみたいなと思っています。
その際にはダウンコートにスノーブーツに…と行く前から大変そうです。（M.C.）

編 集
後 記

2025年

概要
Ａ６版　ポケットサイズ 
2025年12月刊予定　
 定価1,210円（税込み・送料別）

　Ⅰ.物流に関する経済の動向　
　Ⅱ.国内物流の動向　
　Ⅲ.国際物流の動向　
　Ⅳ.輸送機関別輸送動向　
　Ⅴ.貨物流通施設の動向　
　Ⅵ.貨物利用運送事業の動向 
　Ⅶ.消費者物流の動向　
　Ⅷ.物流における環境に関する動向　
　Ⅸ.物流企業対策
　その他参考資料

「数字でみる物流」2025 ～ 26年度版のご案内

10月 16日 横浜国立大学　寄附講座開講
10月 22日 第27回物流連懇談会
11月 10日 施設見学会　成田空港内 ANA 貨物上屋
11月 11日 中学生職場体験（都立白鷗高等学校付属中学校）（〜 11月13日）
11月 19日 第4回いいとこみつけ隊会合

　表紙のお写真の方を、これまではこの会報でご紹介していましたが、今号からは
「数字でみる物流」の中にご紹介ページを設けています。
　さて、この方はどなたでしょうか？ 気になった方は、ぜひ「数字でみる物流」を
お手に取ってみてください。
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北海道の発展に寄与した大動脈
1869年に北海道開拓使が置かれた2年後、札幌の中心部を北の官
庁街と南の住宅・商業街とに分ける大規模な火防線がつくられた。
大通公園のはじまりである。同年、札幌市で開拓使庁舎建設工事

（現在の赤レンガ庁舎の北側）が本格化したことに伴い、函館市を
結ぶ道路建設が始まった。物資の大量輸送に耐えうる我が国最初
の西洋式馬車道であり、北海道の大動脈をつくる工事は1年余り
で完成し、北海道の発展に大いに貢献した。

表紙の写真

テーマ
 「明日に　　
 つながる」


